
別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

国土利用計画推進事業（土地対策全国連絡協議会負担金） ○ S49 41 1 ○ 8 0 0 8 ○ ○ 0

国土利用計画審議会運営費 ○ S49 41 1 ○ 104 0 0 104 ○ ○ △116

土地利用審査会運営費 ○ S49 41 1 ○ 143 0 0 143 ○ ○ ○ 0

地価調査事業 ○ S50 40 1 ○ 15,624 0 0 15,624 ○ ○ 0

土地管理費（過年度未登記処理促進委託事業） ○ H14 13 1 ○ 17,240 0 0 17,240 ○ ○ ○ △ 1,730

土地管理費（福井県用対連負担金） ○ S27 63 1 ○ 121 0 0 121 ○ ○ ○ △12

建設技術研究センター管理費 ○ H7 20 3 ○ 532 0 0 532 ○ ○ ○ 0

建設技術研究費 ○ S63 27 4 ○ 3,703 0 0 3,703 ○ ○ ○ ○ ○ 0

雪対策技術研究費 ○ H元 26 5 ○ 7,154 0 7,154 0 ○ ○ ○ ○ ○ 0

職員研修費（国土交通大学校研修経費、土木学会関西支部負担金） ○ ○ H7 20 2 ○ 329 0 0 329 ○ ○ 0

建設発生土利用促進調査 ○ H13 14 2 ○ 3,895 0 0 3,895 ○ ○ △ 6,172

建設工事紛争審査会費 ○ S31 59 1 ○ 222 0 0 222 ○ ○ ○ ○ 0

公共工事入札監視委員会費 ○ H13 14 1 ○ 299 0 0 299 ○ ○ ○ ○ 0

建設業指導監督費（建設業許可・経営事項審査） ○ S63 27 2 ○ 3,506 0 70,463 △ 66,957 ○ ○ ○ 0

土木業務運営システム運用事業 ○ H13 14 1 ○ 99,225 0 48,080 51,145 ○ ○ ○ 0

総合評価技術委員会運営費 ○ H19 8 1 ○ 578 0 0 578 ○ ○ 0

土木建設工事現場監督業務委託事業 ○ H20 7 1 ○ 23,800 0 0 23,800 ○ ○ 0

16 0 2 29 17 0 176,483 0 125,697 50,786 3 5 3 5 1 3 2 0 1 2 3 3 0 2 0 0 0 13 0 4 0 0 0 0 0 △ 7,902

事            業           名
事業
開始
年度

経過
年数

事業区分 事務区分  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

 財源内訳

福井新々元気宣言
における位置付け

成果指標2結果分類活動指標1結果分類 成果指標1結果分類

平成
２６年度
予算額

一般会計

活動指標2結果分類

平成26年度事務事業評価結果(課・室)総括表

（単位：千円）土木管理課

会計区分

課・室名



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 土地利用促進 Ｔ

1 □ ■ S49 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 41 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

10 10 10 10

10 10 10 10

10 10 10 10

1 1 1 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

指標

事務区分
事業終了
予定年度

部（庁）

実行予算

補 助 金

所属の

方　針

財源内訳

[事業の評価]

一　般　財　源 8

国　　　　　庫

その他特定財源

・平成21年度から負担金減額（13千円→10千円）
・平成26年度から負担金減額（10千円→8千円）
8

成果

事業効果

の推移

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成26年度予算額

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

土木 土木管理

一般会計
特別会計

法定受託事務その他

国　庫

県　単
事　業
開　始
年　度

経過年数

国土利用計画推進事業（土地対策全国連絡協議会負担金） 含まれる事業数事      業      名

そ の 他

企業会計
会計区分

指標

計 画 の 達 成 状 況

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

■

整理統合

継　　続

　土地対策に関する事例研究、情報交換を行うことで、本県の適正かつ合理的な土地対策が図ら
れている。

□

廃　　止

□

□

縮　　減

休　　止

見　直　し　額

□

□ 拡　　充

千　円

完　　了□

□
　適正かつ合理的な土地利用を推進するうえで必要であり、引き続き事業を実施する。
　

終期の見直し

そ の 他

□
［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

平均伸び率

〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況

 〕　／　整備目標

特　記　事　項

２６年度

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等]

当 初 予 算 額 の 推 移

1東海北陸ブロック会議開催数（回）

決 算 額 の 推 移

[事業目的]

土地対策全国連絡協議会への負担金
　＜協議会事業概要＞
　　・土地対策に関する事例研究、情報交換
　　・土地対策に関する国への意見、要望の提出

［事業内容］

（単位：千円）

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

8

8

△ 5.0%
結果分類

0.0%

△ 5.0%

0.0%

Ⅱ活動

区　　　　　　分

　土地対策に関する団体に加入し、土地対策に関する事業の円滑な推進を図る。

－１－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 土地利用促進 Ｔ

1 □ ■ S49 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 41 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

220 220 440 220

220 220 0 0

165 169 0 0

1 1 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部（庁） 土木管理

事      業      名 国土利用計画審議会運営費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 220 12.5%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 104

法定受託事務

[事業目的]

　国土利用計画法に基づき、県土の利用に関する基本的な事項および土地利用に関し重要な事項の調査審議を行う。

［事業内容］

・国土利用計画審議会の開催
　＜委員＞　７名
　＜審議内容＞
　　　　　・国土利用計画福井県計画策定にかかる審議
　　　　　・福井県土地利用基本計画（計画書、計画図）策定および変更にかかる審議
　　　　　・その他、県土の利用に関する基本的な事項および土地利用に関し重要な調査審議

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

△ 25.0%

決 算 額 の 推 移 △ 32.5%

活動 審議会開催回数（回） 1 △25.0%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

Ⅳ

事業効果 指標

指標

の推移 成果

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 104 ・平成26年1月の委員改選により委員数減（15名→7名）

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 104

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し
　国土利用計画、土地利用基本計画の適切な管理が行われている。

□ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　適正かつ合理的な土地利用を推進するうえで必要であり、引き続き事業を実施する。
　なお、平成26年の委員改選にあわせ、委員数の見直しを行った。

見　直　し　額 △116 千　円

－２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 土地利用促進 Ｔ

1 □ ■ S49 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 41 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

143 143 143 143

143 143 143 143

85 99 100 86

56 24 33 38

1 1 1 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源 143

[事業の評価]

　適切な土地取引規制が行われている。
終期の見直し

□ 休　　止 □

千　円

■

□ 縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　適切な土地取引規制を行うために必要であり、引き続き事業を実施する。

見　直　し　額

□

拡　　充

完　　了

そ の 他廃　　止整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成26年度予算額

143

□

継　　続

財源内訳 その他特定財源

・２２年度から市町に対する土地利用規制等対策費の交付を廃止

□

所属の

方　針

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

指標

１月～１２月分 Ⅳ

事業効果 指標 土地利用審査会開催回数（回） 1 0.0%

活動 土地取引届出件数（件） 32 △ 5.1%

Ⅱ

の推移 成果

結果分類

1.2%

0.0%

143 0.0%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 143

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

　国土利用計画法に基づき、適切な土地取引規制を行う。

・土地利用審査会の開催
　＜委員＞　７名
　＜審議内容＞
　　　　　・土地取引の事後届出に対して知事が勧告する場合に意見を述べること
　　　　　・注視区域、監視区域の指定、解除、減少について意見を述べること
　　　　　・注視区域、監視区域における土地取引の事前届出に対して知事が勧告する場合に意見を述べること

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

土地利用審査会運営費

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

－３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 土地利用促進 Ｔ

1 □ ■ S50 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 40 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

16,849 16,390 16,326 15,239

16,849 16,326 16,326 15,239

16,806 16,326 16,326 15,190

230 230 230 214

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源 15,624

[事業の評価]

　一般の土地取引価格や公共用地取得価格の基準としての役割を果たしている。
終期の見直し

□ 休　　止 □

千　円

■

□ 縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　適正な地価水準を明らかにするために必要であり、引き続き事業を実施する。

見　直　し　額

□

拡　　充

完　　了

そ の 他廃　　止整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成26年度予算額

15,624

□

継　　続

財源内訳 その他特定財源

平成23年度から地価調査委員会運営費を廃止
平成25年度に調査地点数見直し（230地点→214地点）

□

所属の

方　針

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

指標

Ⅲ

事業効果 指標

活動 地価調査地点数 214 △ 1.7%

の推移 成果

結果分類

△ 3.3%

△ 1.8%

15,624 △ 1.8%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 15,624

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

　地価の適正な水準を明らかにすることにより、一般の土地取引価格や公共用地取得価格の基準としての役割を果たす。

・基準地　　　２１４地点
・基準日　　　７月１日
・作業方法　　(公社)福井県不動産鑑定士協会に委託

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

地価調査事業

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

－４－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 管理用地 Ｇ

1 □ ■ H14 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 13 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

18,360 16,524 14,872 13,891

18,360 16,524 14,872 13,891

17,191 13,894 14,116 13,871

13 29 22 22

4,203 4,122 4,024 3,970

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源 17,240

[事業の評価]

　未登記の登記事務を専門機関に委託することにより、迅速に処理することができる。

□ 継　　続 □ 休　　止

拡　　充 ■ 縮　　減 □ 終期の見直し

□ 完　　了

そ の 他

見　直　し　額 △ 1,730 千　円

整理統合 廃　　止

財源内訳

国　　　　　庫

その他特定財源

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　引き続き未登記の処理を計画的に進めるとともに、新たに取得した用地については、未登記と
ならないように努める。
　なお、一部の単価を見直し経費の削減に努める。

□□

計 画 の 達 成 状 況

予　算　額　（単位：千円） 17,240

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

 〕　／　整備目標

△ 1.9% 職員による未登記処理の減分を含む Ⅲ

〕　　　＝　　　〔

事業終了
予定年度

指標

結果分類

区　　　　　　分 ２６年度

活動 過年度未登記処理数（筆）

の推移 成果 年度末未登記数（筆）

事業効果 指標

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 17,240 △ 0.6%

Ⅰ

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 17,240 △ 0.6%

決 算 額 の 推 移 △ 6.4%

33.0%

土地管理費（過年度未登記処理促進委託事業） 含まれる事業数
事 業
区 分

その他

国　庫

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

［事業内容］

　公共事業により取得した土地で、未登記のものについて、公益社団法人福井県公共嘱託登記土地家屋調査士協会等に委託

実行予算

　地図混乱地域等の理由により未処理となっている公共事業用地の未登記を解消し、用地の適正な管理に資する。

自 治 事 務

県　単

[事業目的]

事      業      名

法定受託事務

経過年数

そ の 他

事　業
開　始
年　度

事務区分補 助 金

所　　属

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

土木 部（庁） 土木管理

－５－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 管理用地 Ｇ

1 □ □ S27 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ - 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 63 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

298 274 150 135

298 274 150 135

293 274 149 134

5 5 5 5

38 39 42 35

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

指標

区　　　　　　分

36補償関係資料配布件数（件）成果

平成26年度予算額

事業効果

の推移

指標

計 画 の 達 成 状 況

研修会等の開催数（回）活動

当 初 予 算 額 の 推 移

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

福井県用地対策連絡協議会への負担金
　＜協議会事業概要＞
　　　・補償実例等の資料収集及び各収用委員会への資料配布
　　　・収用制度、用地補償等に関する研究会等の開催
　　　・損失補償基準の運用の調整および用地補償に関する調査研究
　　　・公共用地取得計画の調整
　　　・収用委員会の職務および用地事務に関し功労のあるものの表彰

［事業内容］

　用地対策に関する団体に加入し、福井県内における公共用地取得に関する会員相互の連絡調整および損失補償に関する調査研究を行い、公共事業の円滑な推進に寄与する。

[事業目的]

事業終了
予定年度

県　単
事　業
開　始
年　度

結果分類

総会・講演会、初任者研修会、登記研修会、合同研修会、研究会 Ⅱ5 0.0%

目標値、指標の積算根拠等

補 助 金

そ の 他

経過年数

その他

土地管理費（福井県用対連負担金） 含まれる事業数 実行予算

区　　　　　　分 平均伸び率２６年度

[予算額および指標の推移等]

整理統合

［活動指標、成果指標に対する評価］

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

自 治 事 務

所　　属

事 業
区 分

土木 土木管理

一般会計

部（庁）

特別会計
企業会計

会計区分

国　庫

事務区分

法定受託事務

事      業      名

〕　　　＝　　　〔

特　記　事　項

Ⅲ

 〕　／　整備目標

事業開始後の見直し状況

[事業の評価]

財源内訳

福井県用地対策連絡協議会の負担金減額（H22～　205千円→185千円）、（H23
～　185千円→166千円）、（H24～　166千円→149千円）、（H25～　149千円→134
千円）、（Ｈ26～　134千円→121千円）、（Ｈ27～　121千円→109千円）
平成21年度から近畿地区用地対策連絡協議会の負担金廃止（60千円→0円）
平成24年度から全国収用委員会連絡協議会の負担金廃止（108千円→0円）

そ の 他廃　　止

継　　続 完　　了

□

□所属の

方　針 □

■拡　　充
　裁判･補償の事例など、本県での裁決等を行うに際して有効な情報、資料等を得ることができ
る。

評価に基

づく今後

の 対 応

見　直　し　額

予　算　額　（単位：千円） 121

121

　今後も公共用地取得に関する情報交換や補償基準の統一により、用地取得を適正かつ公正に
行っていく。

千　円

□

□

□□

終期の見直し

休　　止

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

（単位：千円）

決 算 額 の 推 移

△ 18.4%

△ 18.4%

△ 20.7%

121

121

□ 縮　　減

△12

△ 0.9%

－６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

3 □ ■ H7 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 20 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

737 684 684 684

687 684 684 684

669 649 681 677

2 2 2 2

3 3 3 3

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源 532

[事業の評価]

平成26年度から建設技術センター運営費（予算152千円）については、管理費で
あり評価対象事業外とする。

  評価委員会で審議することで客観性、透明性、継続性、実効性の確保を図っている。
終期の見直し

□ 休　　止 □

千　円

■

□ 縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

  今後も研究課題に関する評価および機関評価を行いながら、効率的かつ有効な研究を進めてい
く。

見　直　し　額

□

拡　　充

完　　了

そ の 他廃　　止整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成26年度予算額

532

□

継　　続

財源内訳 その他特定財源

平成22年度から雪センターへの負担金減額（450千円→400千円）

□

所属の

方　針

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

指標

Ⅱ

事業効果 指標

Ⅳ

活動 評価委員会の回数 2 0.0%

講習会、シンポジウム開催回数 1 △ 16.7% 雪センター主催の推移 成果

結果分類

0.5%

△ 7.4%

532 △ 5.7%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 532

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

　建設技術研究センターの適切な運営の確保を図る。

・管理運営費
　研究機関等評価ガイドラインに基づき実施される評価事業費
　構内電話設備保守委託料費
・負担金
　雪問題に総合的に取り組んでいる全国組織の公益社団法人雪センターへの負担金

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

建設技術研究センター管理費

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

－７－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

4 □ ■ S63 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 27 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

4,896 4,788 4,310 5,629

4,956 4,788 4,310 5,629

4,947 4,788 4,309 5,629

6 7 6 4

44 55 34 30

40 46 41 35

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源 3,703

[事業の評価]

  研究会の開催や技術支援により、研究で得られた成果を土木事務所等で活用している。
終期の見直し

□ 休　　止 □

千　円

■

□ 縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　自然環境、資源循環および景観等に配慮した公共事業を進めるため、今後も事業を継続する。

見　直　し　額

□

拡　　充

完　　了

そ の 他廃　　止整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成26年度予算額

3,703

□

継　　続

財源内訳 その他特定財源

□

所属の

方　針

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

指標

Ⅳ

事業効果 指標 研究会の回数（回） 37 △ 0.4% 産官学共同研究会

Ⅳ

活動 研究テーマ数 4 △ 7.7%

技術支援数 24

Ⅲ

△ 10.5% 土木事務所への技術提供数（道路緑化、のり面緑化、舗装等）の推移 成果

結果分類

5.8%

△ 4.0%

3,703 △ 4.2%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 3,703

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

　福井県特有の地域資源を活かすとともに、自然環境、資源環境および景観に配慮した独自の建設技術の開発研究等を行い、行政課題の解決を図る。

自然環境・資源循環・景観に主眼を置き以下の研究を実施する。
・橋梁床版の診断技術の開発
・舗装構造の劣化診断技術の開発
・足羽川の水面利用施設の土砂対策軽減に関する研究
・舗装ひび割れの接着剤注入による修繕工法の開発（特電）

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

建設技術研究費

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

－８－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

5 □ ■ H元 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 26 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

4,158 3,664 22,046 16,220

38,408 3,664 17,850 15,222

37,520 3,482 16,557 15,048

5 3 4 5

5 4 4 9

21 21

1 1

8 11 10 12

10 10

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源

[事業の評価]

7,154

完　　了

そ の 他廃　　止整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□ □

継　　続

その他特定財源

□

所属の

方　針

事業開始後の見直し状況

　学会での発表や技術支援により、研究で得られた成果を土木事務所等で活用している。
　道路パトロール車に搭載したカメラにより、パトロール先の情報が、瞬時にかつ確実に把握で
きる。

終期の見直し

□ 休　　止 □

千　円

■

□ 縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］
 克雪および利雪に関する研究開発や各種事業を継続して実施する。

見　直　し　額

□

拡　　充

Ⅱ

Ⅱ

Ⅳ

財源内訳

国　　　　　庫

指標 社会実験実施軒数（屋根雪融雪）

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成26年度予算額

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

0.0%

特　記　事　項

7,154

3.8% 土木事務所への技術提供数（融雪等）の推移 成果 技術支援数 8

△ 50.0%

0.0%

事業効果 学会発表数 1 4.0%活動
指標 ＧＰＳ付カメラ搭載車数 21

Ⅱ

屋根雪融雪装置設置集落数 0

Ⅱ

研究テーマ数 4 △ 0.4%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

当 初 予 算 額 の 推 移 7,154

Ⅲ

　雪を克服し、また雪を地域資源として活用するための技術研究等を行い、行政課題の解決を図る。

県　単

結果分類

91.9%

101.9%

7,154 57.2%

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

［事業内容］

克雪および利雪に関する研究開発
・凍結防止剤の散布量低減に関する研究
・自然エネルギーを利用した融雪における新たな熱交換方式の開発（特電）
・きめ細かい降雪予測手法の開発（特電）
冬期間における積雪の多い地域での除雪対策や道路交通の安全確保など雪による障害対策を強化
・道路パトロール車搭載カメラによる画像送信システムの保守・運用
・マイコンを使った積雪センサーの開発

法定受託事務

[事業目的]

決 算 額 の 推 移

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

事      業      名 含まれる事業数 実行予算

部（庁） 土木管理所　　属 土木

雪対策技術研究費
事 業
区 分

国　庫

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

－９－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

2 □ ■ H7 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ ■ 20 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

560 493 428 380

560 493 428 380

434 337 312 148

4 4 4 4

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源 329

[事業の評価]

各種研修に派遣し、土木関係職員の資質向上を図る。

  経験年数や分野ごとに職員を派遣し、資質向上を図っている。
終期の見直し

□ 休　　止 □

千　円

■

□ 縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

  引き続き各種研修に職員を派遣し、土木関係職員の資質向上を図っていく。
　なお、学会支部の経費を精査することで負担金額を縮減する。

見　直　し　額

□

拡　　充

完　　了

そ の 他廃　　止整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成26年度予算額

329

□

継　　続

財源内訳 その他特定財源

平成23年度から地盤工学会負担金を廃止
平成26年度から国土交通大学校が主催する各種研修経費、土木学会の負担金
（160千円→120千円）の縮減

□

所属の

方　針

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

指標

Ⅱ

事業効果 指標

活動 国土交通大学校派遣職員数 4 0.0%

*目標数値を設定することが困難なため、特記事項に記載の推移 成果

結果分類

△ 27.4%

△ 12.4%

329 △ 12.4%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 329

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

　土木関係職員の技術力向上および専門分野の高度な技術を取得する。

・国土交通大学校が主催する各種研修への職員派遣
・土木学会の負担金

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

職員研修費（国土交通大学校研修経費、土木学会関西支部負担金）

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理課

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

2 □ ■ H13 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 14 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

315 315 315 20,715

315 315 315 20,715

315 315 315 315

740,507 512,395 345,720 369,950

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源 3,895

[事業の評価]

Ｈ25　地盤調査（ボーリング3本）、深浅測量、環境調査
Ｈ26　環境調査

　建設発生土利用促進委員会や建設発生土情報交換システムを活用し、土砂の発生・受入予定時
期、数量などについての情報共有を行い、建設発生土の有効活用を図っている。

終期の見直し

□ 休　　止 □

千　円

□

■ 縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　建設発生土を有効に活用するため、今後も事業を継続する。

見　直　し　額 △ 6,172

□

拡　　充

完　　了

そ の 他廃　　止整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成26年度予算額

3,895

□

継　　続

財源内訳 その他特定財源

Ｈ25　地盤調査（ボーリング3本）、深浅測量、環境調査完了
Ｈ26　環境調査完了

□

所属の

方　針

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

指標

事業効果 指標

Ⅳ

活動

建設発生土の再利用量（㎥） △ 18.8% 土木管理課把握分の推移 成果

結果分類

0.0%

1,601.9%

3,895 1,598.7%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 6,496

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

　北陸新幹線や原子力災害制圧道路、中部縦貫自動車道等の建設や福井港等の浚渫に伴い発生する大量の土砂を盛土・埋立、養浜・骨材などに再利用する。

・土砂の需給動向調査
・今後発生する土量や土質の調査等
・環境影響調査、測量地質調査等
・福井港等の浚渫土の土質分析および有効利用方策の検討
・建設発生土情報交換システム等による建設発生土の利用先の調整

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

建設発生土利用促進調査

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 建設業 Ｇ

1 □ ■ S31 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 59 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

120 120 265 90

120 120 265 90

105 0 132 0

1 0 1 0

0 0 0 0

0 0 0 0

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部（庁） 土木管理

事      業      名 建設工事紛争審査会費 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 222 50.4%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 222

法定受託事務

[事業目的]

　建設工事の請負契約に関する紛争の解決を図る。

［事業内容］

・建設工事紛争審査会の開催
　＜委員＞　９名
　＜審議内容＞
　　　　　・建設工事の請負契約に関する紛争のあっせん、調停、仲裁を行う（申立人からの申請に基づき、申立人および被申立人の間のトラブル解決を図る。）。

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

50.4%

決 算 額 の 推 移 △ 66.7%

活動 委員会開催回数（回） 1 △ 50.0%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

Ⅳ

事業効果 指標 申請件数（件） 0 0.0% Ⅱ

Ⅱ

指標

の推移 成果 申請に対する和解件数（件） 0 0.0% あっせん、調停、仲裁の結果、和解に至った件数

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 222

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

国　　　　　庫

その他特定財源

一　般　財　源 222

そ の 他□ 整理統合 □ 廃　　止 □

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □ 終期の見直し
　建設工事の請負に関する紛争があった場合は、申立人および被申立人の間のトラブル解決を
図っている。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　建設工事の請負契約に関する紛争の解決を図るため、今後も事業を継続する。

見　直　し　額 千　円

－１２－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 建設業 Ｇ

1 □ ■ H13 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 14 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

307 306 305 299

307 306 346 327

264 259 300 327

4 4 5 5

1 2 1 1

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

評価に基

づく今後

の 対 応
□

拡　　充

千　円

整理統合 □

□ 完　　了

縮　　減

そ の 他

□

[事業の評価]

終期の見直し

■

一　般　財　源

　入札および契約制度の透明性および公正な競争の促進のため、今後も本委員会で監視してい
く。

見　直　し　額

継　　続 □

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□

□

□
　定期的に委員会を開催し、入札制度の改善につなげている。

299

財源内訳 その他特定財源

廃　　止

休　　止所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

予　算　額　（単位：千円） 299

区　　　　　　分 平成26年度予算額

国　　　　　庫

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

特　記　事　項

Ⅰの推移 成果 入札制度改善件数

〕　　　＝　　　〔

事業開始後の見直し状況

16.7%

指標

Ⅱ活動 委員会開催回数 4

２６年度

結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 299

1.3%

事業効果 指標

7.6%

△ 0.7%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 299

区　　　　　　分

決 算 額 の 推 移

△ 0.3%

平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事 業
区 分

[事業目的]

経過年数

法定受託事務

事務区分

自 治 事 務

そ の 他

県　単 補 助 金

事      業      名 公共工事入札監視委員会費 含まれる事業数

　県が発注する公共工事の入札参加資格等について審議し、入札・契約の過程、内容の透明性を高める。

［事業内容］

・公共工事入札監視委員会の開催（四半期に一回開催）
　＜委員＞　５名
　＜審議内容＞
　　　　　・県が発注する公共工事における入札参加資格の設定理由および経緯等について

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属

その他

事業終了
予定年度

国　庫

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け

実行予算
事　業
開　始
年　度

土木 部（庁） 土木管理

－１３－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 建設業 Ｇ

2 □ ■ S63 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 27 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

4,789 4,732 4,402 3,397

4,962 4,963 4,963 3,003

4,412 4,276 4,042 2,873

1,234 1,180 1,078 535

1,776 1,743 1,713 1,627

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

土木

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計

実行予算
事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他 法定受託事務

活動 建設業許可処理件数 △ 21.1%

　建設業許可・経営事項審査事務の適正な執行を図る。

特別会計
企業会計

（単位：千円）

区　　　　　　分

［事業内容］

・建設業情報管理システム電算処理委託（建設業許可・経営事項審査）

含まれる事業数

事務区分

結果分類
△ 5.2%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 3,506

当 初 予 算 額 の 推 移

国　庫

3,742

土木管理

２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等

決 算 額 の 推 移

△ 5.7%

Ⅲ

[予算額および指標の推移等]

部（庁）所　　属

県　単 補 助 金 経過年数

△ 12.5%

自 治 事 務

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

事      業      名

[事業目的]

建設業指導監督費（建設業許可・経営事項審査）

事 業
区 分

の推移 成果

経営事項審査処理件数 △ 2.9%

〕　　　＝　　　〔

指標

Ⅳ

 〕　／　整備目標

完　　了

　データ処理の外部委託により、建設業許可事務・経営事項審査事務が円滑に遂行されている。

■ 継　　続 □

指標

計 画 の 達 成 状 況

拡　　充

所属の

方　針

千　円

整理統合□
［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

□ 廃　　止

予　算　額　（単位：千円） 3,506

国　　　　　庫

事業効果

特　記　事　項

一　般　財　源 △ 66,957

[事業の評価]

財源内訳

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

休　　止 □

□□ 終期の見直し

□

縮　　減 □

そ の 他

その他特定財源 70,463

　建設業許可・経営事項審査事務を効率的に行うため、今後も事業を継続する。

見　直　し　額
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

1 □ ■ H13 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 14 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

123,292 149,287 128,671 297,843

115,331 148,323 127,412 287,115

115,329 148,323 127,411 287,113

2,324 1,946 2,062 2,140

711 629 835 775

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源 51,145

[事業の評価]

Ｈ25　電子調達システム更新経費

48,080

  入札する全ての工事を電子化し、事務執行の効率化を図っている。
終期の見直し

□ 休　　止 □

千　円

■

□ 縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　公共工事の事務執行を効率的に行うため、今後も事業を継続する。

見　直　し　額

□

拡　　充

完　　了

そ の 他廃　　止整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成26年度予算額

99,225

□

継　　続

財源内訳 その他特定財源

□

所属の

方　針

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

特　記　事　項

Ⅱ

事業開始後の見直し状況

4.7%指標 電子入札の実績件数（委託）

事業効果 指標

Ⅲ

活動

電子入札の実績件数（工事） △ 2.2%の推移 成果

結果分類

46.6%

18.0%

99,225 18.6%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 99,113

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

　公共工事で必要な手続きを電子化し、業務の効率化によるコスト縮減を図る。

公共工事の調査・計画・設計・工事・維持管理の各段階で発生する各種情報の電子化、関係者間での効率的な情報の交換・共有・連携の環境整備
　・土木工事設計積算システムの運用・改修
　・公共工事行政情報システムの運用・改修
　・電子調達システムの運用・改修
　・電子納品保管管理システムの運用・改修

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

土木業務運営システム運用事業

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫
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別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

1 □ ■ H19 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ― 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 8 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

557 557 557 488

557 557 557 488

427 393 476 404

19 17 20 17

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源 578

[事業の評価]

　評価委員会で審議することにより、総合評価による入札の客観性・透明性の確保が図られてい
る。

終期の見直し

□ 休　　止 □

千　円

■

□ 縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　総合評価落札方式を適正に運用するため、今後も事業を継続する。

見　直　し　額

□

拡　　充

完　　了

そ の 他廃　　止整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成26年度予算額

578

□

継　　続

財源内訳 その他特定財源

□

所属の

方　針

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

指標

Ⅲ

事業効果 指標

活動 評価委員会開催回数 18 △ 0.5%

の推移 成果

結果分類

△ 0.7%

△ 3.1%

578 1.5%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 488

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

　技術的能力・技術提案を評価し、公共工事の品質を確保する。

・総合評価技術委員会の開催
　＜委員＞　５名
　＜審議内容＞
　　　　　・総合評価落札方式による落札者決定の評価基準に関すること
　　　　　・落札者の決定について意見を述べること

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

総合評価技術委員会運営費

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

－１６－



別紙１

■
□ （ ）
□ （ ）

課(室) 技術管理 Ｇ

1 □ ■ H20 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 ■ □ ー 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 □ □ 7 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

23,800 23,800 23,800 23,800

23,800 23,800 23,800 23,800

23,755 23,350 23,350 20,943

24 20 30 33

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

一　般　財　源 23,800

[事業の評価]

　設計図書の熟知や県関係法令に精通している福井県建設技術公社に委託することにより、現場
監督業務の円滑な推進が図られている。

終期の見直し

□ 休　　止 □

千　円

■

□ 縮　　減
［活動指標、成果指標に対する評価］

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

　現場監督業務を円滑に推進するうえで必要であり、引き続き事業を継続する。

見　直　し　額

□

拡　　充

完　　了

そ の 他廃　　止整理統合

評価に基

づく今後

の 対 応

□

□

予　算　額　（単位：千円）

区　　　　　　分 平成26年度予算額

23,800

□

継　　続

財源内訳 その他特定財源

□

所属の

方　針

国　　　　　庫

〕　　　＝　　　〔計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

特　記　事　項事業開始後の見直し状況

指標

Ⅰ

事業効果 指標

活動 委託工事件数 30 8.6%

の推移 成果

結果分類

△ 4.0%

0.0%

23,800 0.0%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等
当 初 予 算 額 の 推 移 23,800

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移

決 算 額 の 推 移

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

そ の 他

事務区分

自 治 事 務

補 助 金 経過年数

　土木部の公共工事である土木建設工事の現場監督業務の一部について（公財）福井県建設技術公社に委託することにより、業務の円滑な推進を図る。

・業務内容　各種土木建設に伴う立会、検測、材料確認、出来高確認等
・委託先　　（公財）福井県建設技術公社

法定受託事務

[事業目的]

所　　属 土木

土木建設工事現場監督業務委託事業

［事業内容］

実行予算

福井新々元気宣言における

 位 置 付 け その他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

部（庁） 土木管理

県　単

事      業      名 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫

－１７－



別紙２

実
行
予
算

補
助
金

そ
の
他

自
治
事
務

法
定
受
託
事
務

 国庫
その他
特定
財源

 一般 ⅠⅡ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ
拡
充

継
続

整
理
統
合

縮
減

休
止

廃
止

終
期
の
見
直
し

完
了

そ
の
他

見直し額

公共用地先行取得事業 ○ H元 26 1 ○ 538,000 0 538,000 0 ○ ○ 0

1 1 0 0 1 1 0 538,000 0 538,000 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

活動指標1結果分類 活動指標2結果分類 成果指標1結果分類 成果指標2結果分類  評 価 に 基 づ く 今 後 の 対 応

事            業           名
福井新元気宣言

における位置付け

事業区分

事業
開始
年度

経過
年数

同一
カルテ
内に
含ま
れる
事業
数

事務区分

平成
２６年度
予算額

 財源内訳

平成２６年度事務事業評価結果(課・室)総括表
会計区分 用地先行特別会計

課・室名 土木管理課 （単位：千円）



別紙１

□
■ （ 用地先行取得事業 ）
□ （ ）

課(室) 管理用地 Ｇ

1 □ ■ H元 年度 ■

□ 有 →ビジョン 〔 〕 □ □ － 年度

■ 無 　政　　策 〔 〕 ■ □ 26 年 □

 ２２年度  ２３年度  ２４年度  ２５年度

444,000 1,641,294 910,552 1,424,470

1,957,630 1,341,294 610,552 1,424,470

1,957,630 1,341,292 610,532 1,247,470

117,345 0 0 147,875

〔目標名〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　 年度整備水準〔　　 年度　〔 〕

　公共事業を円滑に進めるため、必要に応じて先行取得を行っていく。

見　直　し　額 千　円

□ 整理統合 □ 廃　　止 □ そ の 他

終期の見直し
　公用もしくは公共用に供する土地をあらかじめ取得することで、事業の進捗が図られる。

■ 継　　続 □ 休　　止 □ 完　　了

［今後の事業展開に関する考え方、見直し内容］

[事業の評価]

所属の

方　針

［活動指標、成果指標に対する評価］

評価に基

づく今後

の 対 応

□ 拡　　充 □ 縮　　減 □

国　　　　　庫

その他特定財源 538,000

一　般　財　源

〕　　　＝　　　〔

区　　　　　　分 平成26年度予算額 事業開始後の見直し状況 特　記　事　項

予　算　額　（単位：千円） 538,000 平成22年度に土地開発公社が保有していた中部縦貫自動車道および国道８号福
井バイパスの国直轄事業用地を取得
平成25年度に中部縦貫自動車道の国直轄事業用地を取得

財源内訳

計 画 の 達 成 状 況  〕　／　整備目標

指標

の推移 成果

Ⅳ

事業効果 指標

△ 3.7%

決 算 額 の 推 移 6.1%

活動 取得面積(㎡) △ 33.3%

区　　　　　　分 ２６年度 平均伸び率

目標値、指標の積算根拠等 結果分類
当 初 予 算 額 の 推 移 538,000 54.8%

２ 月 現 計 予 算 額 の 推 移 538,000

法定受託事務

[事業目的]

　公共事業用地の確保を効率的に行うとともに、用地取得に係る歳入歳出を一般会計と区別することによる経理の適正化を図る。

［事業内容］

(１)用地の先行取得および先行取得に係る起債償還
　　平成２６年度：中部縦貫自動車道　大野油坂道路の直轄事業用地取得
　　　　　　　　　Ｈ２５に取得した用地費に係る償還

[予算額および指標の推移等] （単位：千円）

事　業
開　始
年　度

事業終了
予定年度

事務区分

自 治 事 務

福井新々元気宣言におけ
る

 位 置 付 け

県　単 補 助 金 経過年数

事      業      名 公共用地先行取得事業 含まれる事業数
事 業
区 分

国　庫 実行予算

その他 そ の 他

平　成　２６　年　度　事　務　事　業　カ　ル　テ
会計区分

一般会計
特別会計
企業会計

所　　属 土木 部（庁） 土木管理

－１８－


